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第三次女性活躍推進法に基づく郡上市特定事業主行動計画 

 

令和７年４月１日   

 

郡上市長 

郡上市議会議長 

郡上市選挙管理委員会 

郡上市代表監査委員 

郡上市公平委員会 

郡上市固定資産評価審査委員会 

郡上市農業委員会 

郡上市消防長 

郡上市教育委員会 

 

 

郡上市では、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第

６４号。以下「法」という。）に基づき、二次にわたる「女性活躍推進法に基づく郡

上市特定事業主行動計画（以下「本計画」という。）」を策定し、「第二次郡上市職員

の子育て応援行動計画」とあわせて、女性職員の意欲向上、計画的な育成やキャリア

形成支援を図るとともに、男性職員の家庭生活への関わりを推進する等、休暇・休業

の取得促進、定時退庁の推進等に取り組んできました。 

引き続き女性職員のさらなる活躍の推進に向けて取り組むこととし、令和７年度か

ら令和１１年度までの５年間を計画期間とした、「第三次女性活躍推進法に基づく郡

上市特定事業主行動計画」を策定します。 

 

 

１．計画期間  

本計画の期間は、前計画期間に引き続き令和７年度から令和 11 年度までの５年

間を計画期間とします。 

 

２．女性職員の活躍の推進に向けた体制整備等  

本市では、組織全体で継続的に女性職員の活躍を推進するため、以下の項目を基

本として、計画の実施を図ります。 

① 庁議を主体として、組織全体への制度の周知徹底を系統的に進めます。 

② 新規採用職員への計画書の配布や、グループウエアのインフォメーションへの

掲示など、さまざまな情報伝達の手段を有効に活用した情報提供に努めます。 

③ 計画の進捗状況を把握するため、具体的な指標に基づいて、毎年１０月迄にそ

の評価を行い令和１１年度には各目標が達成できるように取り組みます。 
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３．女性職員の活躍の推進に向けた数値目標  

女性の職業生活における活躍を推進するために、部局等の枠にこだわらず、郡上

市全体として、女性職員の活躍を推進する取組を進めるために、次のとおり目標を

設定します。 

 (1) 管理職の女性割合 

令和１１年度までに、事業主（郡上市）の管理的地位にある職員に占める女

性割合について、令和６年度の実績（２４％）を３％引き上げ２７％以上にす

る。また、一般行政職の管理的地位にある職員に占める女性割合について、令

和６年度の実績（１０％）を３％引き上げ、１３％以上にする。 

 

(2) 配偶者出産休暇等の取得率 

令和１１年度までに、事業主（郡上市）の配偶者出産休暇等の取得率を、令

和５年度の実績（８７％）より３％引き上げ、９０％以上にする。 

また、男性の育児休業の取得率を、令和５年度の実績（５３％）より３７％

引き上げ、９０％以上にする。期間は２週間以上とする。 

（第三次郡上市職員の子育て応援行動計画（前期計画）の目標と同じ） 

 

(3) 定時退庁する職員の割合 

令和１１年度までに、月に８割以上定時退庁する職員の割合を、令和５年度

の実績（７７％）より３％引き上げ、８０％以上にする。（毎年９月に調査） 

 

４．女性職員の活躍の推進に向けた目標を達成するための取組及び実施時期  

３．で掲げた数値目標の達成に向け、次に掲げる取組を実施します。 

(1) 管理職の女性割合 

女性の登用を阻害する要因として、育児等による時間制約等により職務経験

が蓄積できないことや、キャリアプランが不明確であること、ロールモデルで

ある女性職員が少ないことなどが考えられるため、女性の能力・意欲向上のた

めの研修に参加する機会を提供するとともに、女性管理職のキャリアパスの事

例や経験談の紹介等を通じて女性職員の意欲向上、計画的な育成やキャリア形

成支援を図っていくものとする。 

（取組１） 女性のキャリアアップの意識を高め、リーダーシップ等の手法を身に

つけることを目的として、係長級、課長補佐級の女性職員を研修機関が

実施する女性職員のキャリアアップ研修に、年１人以上派遣（毎年） 

（取組２） 各種研修への女性職員の参加機会を積極的に確保（毎年） 

（取組３） 管理職の女性職員と女性職員の意見交換会を検討し開催（毎年） 

（取組４） 若手職員に対するキャリアデザイン研修の実施（毎年） 

（取組５） 女性職員に対する女性活躍の推進に関するアンケート調査（令和１１

年度）  
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 (2) 男性の配偶者出産休暇等の取得率 

ワークライフバランスの実現に向けて、仕事と家庭の両立支援制度等の導入

が進んでいるが、少子高齢化の時代においては、男女ともに家事・育児・介護

等に参加する機会が増加していくものと考え、男性職員の配偶者出産休暇、育

児参加のための休暇、育児休業の取得を促進し、男性職員の家庭生活への関わ

りを推進するものとする。 

（取組１） 出産を控えているすべての男女に対し、管理職員（又は人事担当）か

ら、各種両立支援制度（配偶者出産休暇、育児参加のための休暇、育児

休業）を活用するよう勧奨する。（毎年） 

（取組２） 仕事と生活の調和、職員の家庭生活への関わりの推進及び年次有給休

暇取得の促進を目的として、夏季休暇の時期に併せて、年次有給休暇を

３日間計画的に付与するように取り組む。（毎年） 

※第三次郡上市職員の子育て応援行動計画（前期計画）の指標：年次有

給休暇を１０日以上取得する職員の割合を、令和１１年までに７５％

以上とする。 

（取組３） 管理職及び職員に対し、毎年９月末日時点で当該年の年次有給休暇の

取得日数の累計が５日に達していない職員について、休暇の使用を促す

とともに、当該年において１０日以上の年次有給休暇を取得することが

できるよう、夏季休暇や年末年始の閉庁日及び記念日、行事に合わせて

計画的な休暇の取得を図るよう周知する。（毎年） 

（取組４） 郡上市子育てハンドブックを半年に１回、グループウエアのインフォ

メーションに掲示して制度の周知を図る。（毎年） 

 

(3) 定時退庁する職員の割合 

長時間労働の常態化や、長く働くことが評価されるような職場風土を払しょ

くし、定時退庁を基本とする雰囲気を醸成し、女性職員だけではなく、男性職

員も定時退庁することで、家庭生活（家事、育児、介護等）に積極的に参加で

きるような職場環境づくりに取り組む。 

（取組１） 岐阜県では、「安心して子どもを生み育てることができる岐阜県づく

り」を社会全体で進めるため、その取組の１つとして、毎月「８」のつ

く日を「早く家庭に帰る日」としていることから、毎月「８」のつく日

には、グループウエアインフォメーションで定時退庁を促す。（毎年） 

（取組２） 職員の健康管理面等に配慮し長時間労働を抑制するために、所属ごと

に年間予算枠（目標）を設定し、時間外勤務の管理を計画的に行う。ま

た、働き方改革に伴う長時間労働の抑制のため、平成３１年４月１日に

施行した郡上市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する

条例等により、時間外勤務命令を行うことができる上限時間を月４５時

間・年間 360 時間としましたが、郡上市では時間外勤務時間の目標上限

を月１５時間・年間 180 時間としていることから、引き続き、時間外勤



- 4 - 

務時間の削減に努めるとともに、職員の健康面等に配慮することとする。 

（取組３） メンタルヘルス不調防止のため、休日勤務を含む時間外勤務が８０時

間を超えた職員について、所属長から報告を受け、健康管理医の面接指

導を実施し、その結果から所属長は業務改善・職場改善を実施する。 

       

５．情報公表  

毎年１０月までに、次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２号）に基

づく情報公表に併せ、公表を行うこととします。 

 

【女性活躍推進法に基づく郡上市特定事業主行動計画実績】 

 
目標値 

公表年度 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ０１ 

管理職の女性割合 ２０％ １５％ １６％ １７％ ２０％ 

（内一般行政職） ― ８％ ７％ ８％ ８％ 

男性の配偶者出産 

休暇等の取得率 
８０％ ６５％ ６４％ ６０％ ５９％ 

定時退庁する 

職員の割合 
７５％ ６９％ ７８％ ７４％ ６６％ 

 

【第二次女性活躍推進法に基づく郡上市特定事業主行動計画実績】 

 
目標値 

公表年度 

Ｒ０２ Ｒ０３ Ｒ０４ Ｒ０５ Ｒ０６ 

管理職の女性割合 ２５％ ２２％ ２４％ ２６％ ２５％ ２４％ 

（内一般行政職） １０％ １２％ １０％ １２％ １１％ １０％ 

男性の配偶者出産 

休暇等の取得率 
８０％ ６０％ ６０％ ８９％ ６７％ ８７％ 

定時退庁する 

職員の割合 
７５％ ７７％ ８１％ ８０％ ７７％ ７７％ 

 

【第三次女性活躍推進法に基づく郡上市特定事業主行動計画公表】 

 
目標値 

公表年度 

Ｒ０７ Ｒ０８ Ｒ０９ Ｒ１０ Ｒ１１ 

管理職の女性割合 ２７％      

（内一般行政職） １３％      

配偶者出産休暇等の

取得率 
９０％      

男性の育児休業 

の取得率 
９０％      

定時退庁する 

職員の割合 
８０％      

※管理職の女性割合以外は、前年度の実績を公表年度に公表します。 
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６．その他  

この計画に基づき、郡上市職員が一体となって女性の職業生活における活躍の推

進に取り組んでいくものとします。 


